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義務、扶養義務、父母の子の養育に関するお互いの人
格尊重・協力義務について明記しました(新民法817
条の12)。また、親権行使は「子の利益のため」であ
ることを確認するための基本的規律を置きました(同
818条1項 )。
(2)親権及び監護等に関する規律
①親権行使に関する規律の整備―父母が婚姻関係にあ
るときは、未成年の子の親権は父母の共同親権となり
ます(同818条2項 )。しかし、親権行使等をめぐり父
母間で意見対立が生じた場合、改正法では、婚姻中も
含めて、親権の単独行使が可能な場合として、ア単独
親権者のとき、イ他の一方が親権行使できないとき、
ウ子の利益のため急迫の事情があるとき、エ監護及び
教育に関する日常の行為を規定しました。父母の間で、
特定事項の親権行使者について話し合いができないと
きに、家庭裁判所が子の利益の観点から特定事項に関
する親権行使者 (単独親権行使 )を決定できるものとし

1　はじめに
　2024年5月に、子の利益の観点から子の養育に関
する民事法制の見直しをする民法等の改正 (以下「改
正法」とします。)が成立し、2年以内の施行が予定さ
れています。改正法の内容は、①親子関係の基本的規
律、②親権・監護の定め、③養育費の確保、④親子交
流の促進、⑤財産分与等にも及びますが、本稿では、
紙幅の関係もあり①②③④の紹介に限らせていただき
ます。以下では、まず、今回の改正法の主要なポイン
トについて解説をし、次いで新制度の運用や必要とさ
れる支援、今後の課題に触れ、最後に現場で当事者や
子どもたちに寄り添うFPICや民間支援団体への期待
を述べてお話を終えたいと思います。

2　改正法の概要と主要なポイント
(1)父母の責務・親権の性質の明確化
　監護及び教育に際して、親の責務等として、子の人
格の尊重、年齢及び発達への配慮を含む父母の養育
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824条の3)。これにより、親権者と監護者との関係
では、親権のうち身上監護に関しては監護者が優先的
な地位に立ち、監護・教育、居所指定、職業許可など
は単独でできるとの考え方が示されました。
(4)養育費等に関する規律
①養育費等の請求権の実効性向上（先取特権の付与）
―養育費等の取決めの実効性を向上させるために、養
育費等の債権者が債務者の総財産に対して一般先取特
権を持つことで、相当な額の範囲内で他の債権者に先
立って優先弁済権を有することにしました(同306条
３号、308条の2)。また、公正証書や審判等の債務
名義を取得しなくても、「一般先取特権の存在を証す
る文書」を執行機関に提出することで、差押えや財産
開示手続・情報取得手続をできることになりました(新
民執206条 )。
②法定養育費 (養育費の定めがない場合の特例 )―父
母間で、養育費 (監護費用 )の取決めがない場合は、子
の監護を主として行う父母の一方は、他方に対し、離
婚したとき(始期 )から、養育費の取り決め、審判確定、
成人まで(終期 )、法定養育費を請求することができる
法定養育費制度を新設しました(新民法766条の3)。
法定養育費額は、最低生活費か、標準生活費かで争い
がありましたが、「子の最低限度の生活維持に要する
標準的な費用の額」と規定し、法務省令で定めること
になっています。また、債務者側が「生活が著しく窮
迫する」と証明した場合の支払拒絶 (同条1項ただし
書 )、家庭裁判所が支払い能力等で、免除等の相当の
処分ができることにしました(同条3項 )。
③裁判手続における情報開示義務―家庭裁判所は、監
護費用 (養育費 )、婚姻費用分担等の審判・調停事件に
おいて、当事者の申立又は職権で、収入・資産状況の
情報開示を命じることができるとし(新家事152条の
2、184条の2)、離婚の訴え等の附帯処分として情報
開示を命ずることができるものとしました(新人訴32
条の3)。当事者が正当な理由なく情報を開示しなかっ
たり、虚偽の情報を開示したときは、家庭裁判所は、
決定で10万円以下の過料に処することができるとし
ています(新人訴34条の3第3項、新家事152条の2
第3項 )。この規定は、子の監護に関する処分調停事
件及び離婚調停事件についても準用されます(新家事
258条3項 )。
④執行手続における債権者の負担軽減―執行手続の負
担軽減を図るため、養育費等で債務名義を有する債権
者が、財産開示等の申立をした場合に、開示された財
産 (給与債権に限る)について、債権者が反対の意思を

ました(同824条の2)。
②父母の離婚後等の親権者の定め―離婚後の単独親権
の原則を改めて、離婚後父母双方が親権者となれる共
同親権の選択肢を導入しました(同819条1項 )。離婚
後の共同親権制度の導入をめぐっては、子の重要事項
の迅速な決定、DV・虐待事案での子や同居親の安全・
安心の確保からの強い反対がありました。他方で、子
の養育に対する父母双方関与の必要性、父母双方の熟
慮による決定の重要性から、離婚後の共同親権を導入
に賛成の声も強くありました。最終的には、家族の多
様化、選択の自由、子の利益の観点から、一切の例外
を許さない単独親権制は見直す必要があるとの意見が
大多数を占めました。また、父が認知した婚外子につ
いても、原則は母の単独親権とし、父母の協議又は家
庭裁判所の審判等で共同親権とすることを可能にしま
した(同819条4項ただし書 )。
　親権者指定又は変更の際の裁判所の判断枠組みや考
慮要素については、「プラスの要素」と「マイナスの
要素」とがあり、子の利益の観点から、父母と子の関係、
父と母との関係その他一切の事情を考慮するものとし、
とくに児童虐待、DVのおそれなど共同親権が困難で
あり子の利益を害する「マイナスの要素」を例示しま
した(同819条7項 )。親権者変更の申立権者として、
子及びその親族も加えるとともに(同819条6項 )、協
議離婚の際の不適正な合意への対策として、親権者変
更手続の活用を狙い、事情の変更のほか、協議の経
過を考慮する際の考慮要素として、DVの有無、調停、
ADR、公正証書の作成等を例示しました(同819条８項)。
(3)離婚後の子の監護に関する事項の定め等
　監護者指定がされると、身上監護に関する全般的な
事項について父母の一方が優先的な地位を得ることに
なります。部会の議論では、離婚後父母双方を共同親
権者とした場合でも、同居親の迅速な問題処理を可能
にするため、監護者指定を必須とすべきだとの意見が
ありました。しかし、離婚後の子の養育は家庭により
多様であり、監護者指定の要否は個別の事案によるた
め、一律に監護者の指定を求めないこととされました。
監護者指定の選択肢のほか、子の監護教育に関連する
事項を細かく定めたり、一般的抽象的に一方に委ねた
り、期間を分けるなど「監護の分掌」の仕組みを置く
ことで、個別事案に即した柔軟で妥当な対応を可能に
しました(同766条1項 )。改正法では、監護者が指定
された場合の身上監護の権利義務の内容を明確化する
とともに、親権者でも、監護者に指定された者の行為
を不当に妨げてはならないとの規定も設けました(同
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環境整備が求められることになるでしょう。また、父
母双方が子どもの生活に関わる重要事項について、親
権や監護の所在にかかわらず、真摯に子どもの相談に
乗り、子の人格・意向を尊重した形で決定が行われる
ように配慮しなければならないとも言えます。
　第2に、離婚前後の養育講座、養育計画書の作成、協
議離婚での子の養育に関する父母の合意の義務化、自
治体を起点とした父母への離婚時の情報提供の制度化
についても、協議離婚制度のハードルを上げるという
理由で先送りにされました。親ガイダンス、養育計画
書などの教育啓発的な働きかけや情報提供は重要であ
り、とくに自治体での協議離婚届の提出時、ひとり親
の相談支援の際に、安心・安全に配慮しつつ、子の養
育をめぐる合意形成や合意実現に向けた当事者支援と
関係機関の連携・ネットワークづくりが求められます。
　第3に、家庭裁判所では、単独親権となるDV・虐待、
急迫の事情、日常行為などの解釈運用をめぐる基準作
りが行われていますが、一般国民にもわかりやすい
リーフレットの作成や配布、周知徹底が必要です。と
くに、共同親権が望ましい場合と単独親権が適切な場
合について、Q&Aのような形でわかりやすく示すと
ともに、包括的なパッケージとしての監護者指定、親
権者指定、親権者変更、監護者変更と、個別特定事項
ごとの親権行使者の決定、監護の分掌をめぐる決定と
の運用上の違いや紛争解決の道筋・手続選択の在り方
を明確にすることも喫緊の課題です。
　第4に、今回の改正で導入される離婚後の共同親権・
監護では、教育・医療・宗教・転居などをめぐる紛争
が起こらないように、また意見対立が生じた場合の解
決方法などについて、共同親権制を導入した先進的な
海外での経験や工夫に学ぶ必要があります。日本でも、
共同親権・共同監護などの新たな制度の導入には、運
用の基準の明確化、子育て支援や専門的相談支援態勢
の強化が不可欠です。
　第5に、今回大きな法改正はされましたが、FPICや
養育費等相談支援センターのように、経験と実績、専
門性も兼ね備えた民間相談支援団体・支援者の力を借
りなければ、多様な親子や家族に必要な支援は届けら
れません。2024年7月、関係府省庁の連絡会議が開催さ
れ、法改正の趣旨や内容の周知徹底、子の意見聴取、裁
判所の態勢整備、DV・虐待防止、税制・社会保障・社会
福祉における連携など省庁横断的な協力等が強く要請
されました。法改正の理念や目的を達成するためにも、
是非、関係機関の連携協力の強化と民間団体を含む支
援態勢の強化に取り組んでいただきたいものです。

表示しない限り、1回の申立てにより、財産開示手続、
第三者からの情報取得手続及び当該手続により判明し
た財産への強制執行手続又は担保権実行手続が順次申
し立てられたものとみなす特例を設けました(新民執
206条 )。
(5)親子交流に関する規律 
①父母の婚姻中の親子交流―「面会交流」から「親子
交流」として用語も変更するとともに、別居中の父母
間での親子交流紛争も多く生じており、早い段階で、
家庭裁判所が関与して婚姻中の親子交流を促進できる
ように明文の規定を置きました(新民法817条の13)。
②裁判手続における親子交流の試行的実施―これまで
父母双方の同意に基づき実施されていた試行的な親子
交流について、家庭裁判所が関与するなどして、事実
の調査や調整の一環として、安定的継続的親子交流の
試行的実施のための明文の規定を設けました(新家事
152条の3)。また、子の安心・安全を確保すべく、虐
待等子の心身の状態への配慮・対応ができる文言も入
れています(同条2項 )。離婚の訴え等における附帯処
分として子の監護に関する処分（養育費を除く。）の
申立てがされた場合も親子交流の試行的実施ができる
ものとしました(新人訴34条の4)。
③親以外の第三者と子との交流に関する規律―親子交
流は原則として父母に認められるものですが、過去に
子を監護するなど、子と実質的な関係を築いてきた祖
父母などの親族に限り、また、補充性や子の利益のた
めの特別の必要性を要件として課すことで、第三者に
よる不必要な介入や濫用的な申立も阻止することがで
きると考え、父母以外の親族との交流の規定を設けま
した(新民法766条の2)。

3　改正法の運用や支援と今後の課題
　以上のように、今回の改正法は、1947年の民法
等の改正から77年ぶりの大きな見直しをするもので、
子の利益の視点から、父母の子に対する養育の責務を
明確にし、離婚後の共同親権制度の導入、安心・安全
の配慮、養育費の確保、親子交流の促進などを狙った
ものです。しかし、運用や支援などの在り方をめぐり
以下のような課題も指摘できます。
　まず第1に、児童の権利に関する条約12条で謳われ、
こども基本法、児童福祉法などでも盛り込まれている
子どもの意見の考慮などの明文の規定は民法に設けら
れませんでした。今後は、子どもの手続代理人など、
子の意見・意向を適切に把握するとともに、子が表明
した意見が子の不利益に使われない制度的保障などの
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　① �家裁調査官として５年以上の勤務実績を有する者
　② �家事調停委員として５年以上の勤務実績を有する者
　③ �裁判官として1年以上の実務経験を有する者
　④ �弁護士として1年以上の実務経験を有する者
　また、助言弁護士を数名登録し、調停期日外に法的助言を
受けています。
⑶ 期日・場所
　期日は、１回あたり２時間程度で、夜間や土日祝日も可能
です。３か月以内・５回以内の成立を目標にしています。
　場所は、当相談室の調停室のほか、双方の合意があれば、
外部に調停人が出向いて実施することもできます（ただし、
秘密保持が可能な場所）。
⑷ 費用
　申込人・相手方双方から、調停申込み・応諾の際に各３，
０００円をいただき、その後は期日ごとに各１万円をいただい
ています。

３　同席・対話促進型調停
　ひとくちに「調停」と言っても様々な調停モデルがありま
すが、当室は、発足当初から同席・対話促進型調停を実践し
ています。現在、家庭裁判所の調停では当事者別席（当事
者が交替してそれぞれが調停委員と話す）が普通の運用と
いってよい状況ですが、当室のＡＤＲ調停では、当事者同席
で話合いを行うのが原則です(ただ、どうしても対面が辛く感
じられる方の場合には、お二人の間に衝立を立てるなど、安
心して話し合っていただくための工夫もしています。)。そし
て、調停人は、当事者の話を評価したり、解決案を提示した
りするのではなく、当事者間のコミュニケーションが円滑にな
され対話が促進されることを目的として場を作り、働きかけを
行います。すなわち、当事者が話合いの主体となって、自己
決定をしていくということになります。
　では、調停人メンバーは、同席・対話促進型調停の実践の
中で、どのような良さを感じてきたのでしょうか。
① 対話による話合いができる

　離婚等の問題では、家族の問題だからこそ相手としっか
り対話して話し合いたくても、話合いの場を持つこと自体
ができない、何とか話合いの場を作ったとしても言い合い

１　はじめに
　大阪ファミリー相談室（以下、「当室」といいます。）では、
２００９年４月２０日、「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関
する法律」（通称「ＡＤＲ法」）に基づく法務大臣認証を受け、
ＡＤＲ事業を開始しました。
　ＡＤＲ法は、２００７年４月1日に施行されましたが、施行後
約１７年経った現在でも、離婚等の家族の問題についての解
決手段としてＡＤＲ調停が広く知られているかというと、家庭
裁判所の調停等に比べ、残念ながら知名度は低いように思わ
れます。当室のＡＤＲ事業も長らく受理件数が伸びないことが
悩みでした（毎年度１０件前後）。
　しかし、法務省は、２０２２年3月「ＯＤＲ（オンラインに
よるＡＤＲ）の推進に関する基本方針～ＯＤＲを国民に身近
なものとするためのアクション・プラン～」を打ち出したり、
２０２４年4月1日施行の改正ＡＤＲ法で「特定和解」（ＡＤＲに
おいて成立した和解であって、当該和解に基づいて民事執行
をすることができる旨の合意がされたもの）を導入したりなど、
今、改めてＡＤＲがホットな状況です。これらの施策の影響に
よるものかは不明ですが、当室の新受件数も、２０２４年度上
半期は１１件と例年にない伸びを見せています。また、当室Ａ
ＤＲ事業部のメンバーである調停人たちはこれまでの経験か
ら、「ＡＤＲ調停にはいいところがいっぱいある」と確信を持
つに至っていますので、本稿で、当室のＡＤＲの取組と調停人
メンバーの実感をご紹介させていただき、ＡＤＲ調停のことを
少しでも知っていただければと思います。

２　大阪ファミリー相談室のＡＤＲ調停の概要 
⑴ 取り扱う紛争の範囲
　当室のＡＤＲ調停が取り扱うのは、「婚姻関係の維持又は解
消、内縁関係の維持又は解消、子の監護に関する紛争」であり、
具体的には、離婚問題及びそれに伴う子どもやお金の問題で
すが、その中には関係修復のための話合いも含まれます。
⑵ 調停人・助言弁護士
　当室のＡＤＲ調停では、通常、男女２人の調停人がペアとなっ
て１つのケースを担当します。
　調停人の資格は次のとおりです。毎月、研修会を持ち、研
鑽に努めています。

　ＦＰＩＣのＡＤＲ調停は、東京、大阪、名古屋の三相談室で行っていますが、相談室によって実務の在り方
にそれぞれ特色があります。今回は、大阪ファミリー相談室が発足以来追及してきた、当事者間のコミュ
ニケーションが円滑になされ対話が促進されることを目的とした当事者同席による対話促進型調停の取組み
の実情をご紹介します。なお、各相談室とも、今後、オンライン調停や養育費等の特定和解などの領域に
もウィングを拡げるべく準備を進めています。

アラカルト 94

ＡＤＲ（民間型調停）による離婚等の話合い
—大阪ファミリー相談室の取組—
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になってしまう、などのことが生じがちです。
　同席・対話促進型調停では、同席であることを理解して
双方が話合いに臨もうと決意して話合いを始めることや、話
合いをファシリテートする調停人の存在があることで、相手
の言うことも聞き、自分の言い分も聞いてもらう対話が実現
します。「家ではこんなにスムーズに話ができない」、「自分
の思っていることが言えたので、気持ちが楽になった」など
の利用者の方々の声は、対話による話合いができたこと自
体にＡＤＲの良さを感じられたことによるものと思います。

② 相手の真意が伝わりやすい
　別席調停では、調停人が相手の発言内容や意向を双方
に伝えますが、それが的確に伝えられたとしても、発言時
の相手の声のトーンや表情、雰囲気までをリアルに伝える
ことはほぼ不可能です。しかし、あらかじめ整理され、ま
とめられた言葉ではなく、相手の雰囲気を丸ごと感じるこ
とで分かることがあるものです。相手に直に接して発言を
聞くことで、良くも悪くも合点がいく、それが同席の大き
な良さだと思います。激しいやりとりがあったにもかかわら
ず、「同じ部屋で聞けて良かった。人を介してだと伝わらな
かった」と言った利用者の方もおられました。

③ 話合いが建設的になる。
　双方同席で話し合うと感情的になって終わるのではない
か、という危惧を持たれる方もおられるかもしれません。確
かに、双方の感情がいっとき噴出したり、過去の話が続い
たりしてなかなか前向きな話にならないなどの場合がありま
すが、一方で、相手が目の前にいることから自ずと誇張等
は控えられ誠実な話合いとなり、また、最初は感情が噴出
したとしても、その結果、話合いが自然と建設的な方向に
向いていくことも多い、というのもまた調停人の実感です。

④ 話合いの効率が良い
　別席調停では、待ち時間や調停人が伝達をする時間が必
要となります。しかし、同席であればそれらが不要になり
ますので、２時間をほぼ丸々話合いに使うことができます。
つまり、効率良く、しっかり話し合うことができます。

⑤ 納得性が高まる
　①～④の結果、辿り着いた合意内容には総じて双方の納
得性が高く、納得の上で決断したものとして合意内容が守
られることにつながっていると思われます。時折、手紙や
来訪の形で、その後うまくいっているというご報告をしてく
ださる方もおられます。
　また、合意に至らなかった場合でも、相手の思いが分かっ
たことによる納得感があり、さらに裁判所を利用する必要
があるのか否かなど今後の進む方向の見極めの機会になっ
ていると思われます。

４　面会交流についての話合い
　当室のＡＤＲ部のもう一つの取組は、面会交流事業部との
連携です。当室では、他のＦＰＩＣの相談室と同じく、当事者
間だけでは面会交流の実施に困難がある場合に、付添いや助
言等を行って、１～２年後には当事者だけで実施できるように

なることを目指して支援してきました。
　このように、支援開始後１～２年後に、当事者間の協力に
よる自立的な面会交流に移行する前に、今後の面会交流の方
法等について話し合ったほうがよいと思われる当事者に、ＡＤ
Ｒで話し合う方法があることをご案内しています。なお、面会
交流支援の終了段階で、自立的な実施のためにＡＤＲを申し
込む方の場合は、ＡＤＲの費用を低く設定しています。
　面会交流は、ＦＰＩＣによる支援が終わっても、長く続くもの
であり、かつ、日時場所の調整や子どもの状況・意向など様々
なことについて当事者間で協力しなければならないことがたく
さんあります。そのため、相手の考えを理解し、しっかりと話
し合って、納得して解決を見出していくというＡＤＲの良さが
活用できる分野だと思われます。

５　特定和解・ＯＤＲへの取組
　冒頭に、ＡＤＲ法の改正により「特定和解」が導入されたと
述べましたが、当室でも改正法が施行された２０２４年４月以
降は、ＡＤＲの申込段階で行う事前説明の際に、当事者の方々
へ特定和解の制度についてご説明をしています。現時点では
まだ特定和解条項を入れた形での成立例はないものの、実際
のＡＤＲ調停の場で、婚姻費用や養育費が含まれる事案では、
特定和解条項の入った合意書案を当事者の方にお示しし、検
討していただいています。
　また、ＯＤＲについても、現在、パソコン等の物的環境の
整備とともに調停人の研修を行うなどの準備を進めていると
ころです。

６　その他のメリット・まとめ
　当室のＡＤＲ調停は土日祝日や夜間も可能であり、また、月
数回実施することも多いので、期日と期日の間隔も短めです。
そのため、「平日の話合いでは相手が応じないだろう」と考え
られるような場合でも、ＡＤＲ調停を選択することができるな
ど、時間的な融通がきいたり、解決への時間を短縮できたり
することもメリットの一つです。
　今後、ＯＤＲを実施できるようになれば、時間的場所的な柔
軟性が一層増し、当事者の方々にとっての利便性を高められ
ると考えています。
　このように、これまでの実践の中で、ＡＤＲ調停には様々
な良さがあると感じていますが、もちろん問題の内容やこれ
までの家族関係から、家庭裁判所の調停のほうが適している
ケースもあります。一方、２０２４年５月成立の家族法改正の
内容からしても、これから離婚やその際の子どもの福祉など
の家族の問題について話し合う場がますます求められると思
います。家族の問題の解決のための一つの選択肢として、Ａ
ＤＲ調停の存在を広く知っていただけることを願っています。
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務省管轄下の公的機関で、FRCの名称やロゴ、運営
業務要領は連邦共通です。裁判所に替わる一次的・総
合的な家族支援機関というコンセプトで、病院や警察
署と同レベルの社会的浸透が図られました。都市部の
アクセスの良い場所に置かれ、サービスの大部分は無
償で提供されます。運営を担うのは、競争入札により
委託を受けた民間福祉事業者です。既存の民間資源を
活用し、公的支援ネットワークを形成した格好です。
２　FRCの役割・機能
（１）離婚家族支援における３つの主な役割
　FRCの主な支援対象は離婚家族です。離婚夫婦に加
え、子どもや祖父母等も利用できます。主な支援内容
は、次の３つ―第１に離婚後の養育取決めにおける初
期対応およびFDR（Family Dispute Resolution）2

による紛争解決支援、第２に家族関係支援のための助
言・教育・情報提供、第３に離婚家族支援全体の窓口
となることです。
（２）�FRCによる支援のプロセス（離婚父母による利

用の例）
①�利用開始－利用者はまず、電話やオンラインで、ま

たは直接、FRCにアクセスします。FRCは初期対
応を重視し、離婚の検討中や離婚直後等の早期段階
での利用を推奨します。もっとも、離婚に伴うFRC
の利用は義務づけられておらず、利用は任意です。
連邦電話・オンライン相談支援やコミュニティ内の
各種支援機関から紹介されての利用も多いです。

②�家族相談員との個別面接－利用受付後、利用者一人
ひとりが面接を受けます。面接はインテークを兼ね
ており、相談員は説明や助言を行いながら、アセス
メントを進めます。評価項目は利用者の懸念、父母
間のコミュニケーション・支配関係、安全面、アル
コール・薬物濫用、支援利用歴等です。その結果に

はじめに
　オーストラリア（以下、豪州）連邦家族法（the 
Family Law Act 1975）は、両親の離婚後におい
て共同養育を含む多様な養育の形を取決めるための仕
組みを設けています。特に2006年の家族法制改革

（the 2006 Family Law Reform）は、「子の安全を
脅かさない限り、共同養育は子の利益に適う」との理
念を掲げ、離婚後の共同養育の推進を図りました。そ
れは法を改正するだけでなく、共同養育を行う上で子
の利益を具体的に実現するための手続整備を伴う先進
的な取組みでした。「訴訟から協力へ」を養育取決め
手続の変革指針とし、支援の軸足を裁判所からコミュ
ニティへ移行させ、社会的支援の拡充を進めました。
　しかし、性急な共同養育推進は、一部父母の対立激
化や暴力の加害親による支配の継続を招く等の問題
も伴いました。そこで、各論的法改正や支援実務の
改善による対応が重ねられました。2023年には養
育取決めの仕組みを見直す法改正（the Family Law 
Amendment Act 2023）が行われ、共同養育推進
に歯止めがかかりました。もっとも、離婚後の共同養
育は豪州社会に既に定着しているとされます。
　このようにダイナミックな展開を見せる豪州家族法
ですが、その間、コミュニティにおける離婚家族支援
の中心を担ってきたのが、2006年改革により創設
された家族関係支援センター（Family Relationship 
Centre、以下、FRC）です1。
１　FRCの開設と運営
　2006年改革は、連邦政府による「家族法制度史上
最大の投資事業」でした。FRCはその目玉として、約
2億豪ドルをかけて連邦全土65ヵ所に設置されまし
た。１センター（常勤職員平均7名）で、人口約30
万人をカバーする計算です。連邦社会サービス省・法

　共同親権を含む民法改正の施行を前に、離婚前後の父母による子どもの養育に対して、民間の支援団体や地方公共
団体の取組も含め、支援の在り方が検討されています。今号では、東京経済大学の古賀絢子准教授に、共同養育の取
組が先行しているオーストラリアの支援体制について、家族関係支援センター（FRC）を中心に御紹介いただきました。

海外トピックス 94

オーストラリアの「家族関係支援センター
（Family Relationship Centre）」について

東京経済大学現代法学部准教授　古賀絢子

1 �以下の記述は主に、拙稿「問題の発見－相談受付とその振り分け」二宮周平・渡辺惺之編著『離婚紛争の合意による解決と子の意思の尊重』（2014 年、日本加除出版）
所収、拙稿「オーストラリア家族法における離婚後の共同養育推進と子の保護の取組み」二宮周平編著『子どもの権利保障と親の離婚』（2023 年、信山社）所収、
およびこれら掲載の参考文献に基づく。

2 �FDR とは、国家公認 FDR 士の支援下で離婚家族の問題解決のための合意形成を図るメディエーション等の裁判外手続を指す（連邦家族法 s10）。
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ません。あくまで初期対応として、DV・虐待事案を
抽出し、適切な支援へつなげるのが役割です。特に（２）
④の通り、安全の懸念のある事案は養育命令申立て前
のFDRを免除されます。FRC等がスクリーニングを
行い、安全の懸念のない事案をコミュニティ内で担う
ことで、裁判所はDV・虐待の事案に集中的に取組め
るという構造が成り立っています。ただし、近年は精
神的 DVへの対応の重要性が高まる中、その見抜きに
くさが課題です。精神的 DVの一形態である手続濫用
はFRCにも及び、同一親による頻回の濫用的利用が資
源を圧迫しているとして問題となっています。
おわりに
　2006年改革は「子の安全を脅かさない限り、共同
養育は子の利益に適う」という理念の下、安全の懸念
を伴う家族を選り分けつつ、その他大多数の家族にお
ける合意形成と協力関係構築を支援することで共同養
育の拡大を図ってきました。この戦略において、FRC
は重要な役割を果たしてきました。改革の共同養育推
進はやがて、その性急さゆえに歯止めをかけられまし
たが、FRCを軸とした裁判外支援拡充の契機となっ
たという点では、豪州家族法制における大切な一歩で
あったと言えます。調査によれば、FRCは多くの利
用者から高い評価を受けています。
　翻って、日本でも離婚後の共同親権制導入を含む民
法改正が施行予定ですが、これをめぐっては賛否両論
が交わされています。思うに、重要なのは共同養育の
拡大それ自体ではなく、その試みの中で一人ひとりの
子どもの利益と幸せを実現していくことです。民法改
正がそのための具体的な支援の整備拡充の契機となる
こと、そして、FRCがその良い参考例になることを
願っています。

基づいて、FRC内のFDRによる養育取決め支援へ
進みます。外部の支援を紹介する場合もあります。

③�養育講習－ FRC内でFDRを行う場合、グループお
よび個別での事前講習を受講します。子どものため
の協力関係の形成を促すべく、父母自身の感情的困
難の克服、父母の離別や不和による子どもの心理的
悪影響、子どもの利益・ニーズの内容・重要性、父
母間の葛藤の緩和・協働関係構築、FDR等の法的
手続に関する情報・助言・教育を提供します。

④ �FDR－国家公認 FDR士の支援の下、養育の合意と養
育計画作成を目指します。養育費や財産分与等の関
連問題にも対応します。安全面や地理的な理由から、
別席、電話やオンラインでの実施も可能です。FDR
は子どもの利益に重点を置く形で行われ、子ども自
身が参加する場合もあります。2006年改革により、
安全の懸念のある場合等を除き、裁判所への養育命
令申立ての前にFDRで合意形成を試みることが必須
とされ（FDR前置主義、連邦家族法 s60I）、FRCは
その主な受け皿となっています。FRC内のFDRでは
解決できない場合や安全の懸念のある場合は、裁判
所へつなぎます。

⑤�継続的なケース評価と紹介　初期面接後も随時、ア
セスメントを行い、利用者をFRC内外の支援へつな
げます。情報講座の開催やリーフレット配布も充実
しています。FRCはコミュニティの多種多様な支
援サービスについて、窓口を務めつつ一体的なネッ
トワークとしてまとめているのです。主な紹介先は、
カウンセリング、面会交流・養育費支払・養育命令
履行等の支援、弁護士、DV・虐待・薬物・アルコー
ル依存等の専門治療サービスです。

（３）DV・虐待事案への対応

③取決め支援:無料FDR
（資力に応じ1-3時間）

有料FDR

FRC

ネット・電話
の情報提供
サービス
（FRO・FRAL）

面会交流
支援センター

家庭内暴力問題
支援サービス

弁護士
カウンセリング
サービス

裁判所養育命令履行確保
支援サービス

メディエーション
サービス

①アドバイザーによる個別面接
（インテークプロセス）
＝ケース評価・スクリーニング
基礎的な情報・説明・助言提供

人材サービス省・児童扶養支援
　サービス（DHS-CS）

（
継
続
的
な
ケ
ー
ス
評
価
）

他のFRC

コミュニティ
センター

各種依存症治療
支援サービス

FDR実施証書
　　　交付
FDR実施証書
　　　交付

離別検討中・直後

医師・
保健師

法律
扶助

②養育講座
（グループ・個別）

　DV・虐待事案への対応は、
FRCの支援プロセス全般に
おける重要な課題です。職員
はDV・虐待事案対応の特別
講習を必ず受講します。運営
業務要領は利用者と職員の安
全を重視し、特に加害者が被
害者と直接対面しないよう、
待合室や導線の確保等に関す
る施設建物の細則を設けてい
ます。
　もっとも、FRCはDV・虐
待事案に直接対応するための
専門的資源を持ち合わせてい
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